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陳 情 原 文  ２０２１年、国は各自治体に対して「自衛官又は自衛官候補生の募集

事務に関する資料の提出について（通知）」を発出し、自衛官募集のため、自治体

が自衛隊に対して住民基本台帳の一部を名簿資料として提出することを通知しまし

た。これを受けて自治体として、住民基本台帳の閲覧から、自衛隊への名簿提供へ

と対応を変えているところが生まれています。具体的には、１８歳、２２歳になる

若者の個人情報を、紙ないしは電子データのかたちで自衛隊に提供しています。し

かし、住民基本台帳法は原則非公開とし、国又は地方公共団体の機関が「法令で定

める事務の遂行のために必要である場合」に「閲覧」させることを請求することが

できると定めています。そのため、自衛隊は住民基本台帳を閲覧し、書き写す方法

で情報収集を行っています。住民基本台帳法は、あくまで「閲覧」を認めているだ

けです。 

政府は自治体の長が「募集に関する事務の一部を行う」と定めた自衛隊法９７条

１項と同法施行令１２０条を根拠としていますが、そのどこにも、個人情報を勝手

に提供してよいとは書いていません。個人情報保護法２７条は、「あらかじめ本人

の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない」と定めています。

そして、憲法１３条は、「すべての国民は、個人として尊重される」と定めていま

す。プライバシー権（自己に関する情報をコントロールする権利）は、個人の尊厳

をなす基本的人権として確立しています。 

住民の個人情報を管理する自治体が、自衛隊に名簿を提供することは、かつて自

治体が徴兵事務を担った、先の戦争と同様の事態につながりかねません。そこで、

自衛官の募集に関して下記のとおり陳情いたします。 

 

記 

 

 自衛官又は自衛官候補生の募集事務に関して、本人の同意なく、紙媒体、電子デ 

ータによる個人情報の提供は行わないこと。  

 


